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令和３年度 決算令和３年度 決算C i t y N E W S !

66

主な事業の決算額▲

議会費
　市議会の運営などに使う経費
●議会運営事業▲

総務費
　庁舎などの施設維持管理、市民活動、スポーツ・
文化の振興、防災対策などに使う経費
●情報関連整備運用事業
●庁舎等維持管理事業
●コミュニティ施設管理運営事業
●スポーツ振興事業
●選挙事業(市議会議員、衆議院総選挙等)
●防災対策事業▲

民生費
　生活保護費や児童手当の支給、各種福祉事業など
に使う経費
●障害者総合支援法関係事業
●生活保護費支給事業
●児童手当等給付事業
●介護保険事業
●子育て世帯等臨時特別給付金給付事業
●住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業

▲

衛生費
　保健衛生、ワクチン接種、ごみ対策、環境対策な
どに使う経費
●予防衛生事業
●ごみ処理施設管理運営事業
●ごみ収集事業
●健康診査事業▲

労働費
　勤労者の支援などに使う経費
●労働者対策事業▲

農林水産業費
　農林水産業の振興、整備などに使う経費
●農業振興支援事業
●県営等土地改良事業
●市単土地改良事業
●森林環境譲与税事業

▲
商工費

　商工業の育成や支援、観光事業などに使う経費
●観光施設維持管理事業
●企業立地奨励金事業
●中小企業・小規模事業者支援事業▲

土木費
　道路や公園、河川の維持や整備、コミュニティバ
ス運行などに使う経費
●道路維持事業
●道路新設改良事業
●橋りょう維持事業
●公園整備事業
●街路整備関係事業
●交通政策関係事業
●河川維持事業▲

消防費
　消防・救急業務、消防団運営、消防車両の購入な
どに使う経費
●団運営事業
●消防施設維持管理事業
●救急救助事業
●消防車両購入事業▲

教育費
　小中学校、幼稚園、社会教育、短期大学などに使
う経費
●小中学校、幼稚園施設維持補修事業
●放課後児童健全育成事業
●小中学校、幼稚園管理運営事業
●公民館管理運営事業
●小中学校、幼稚園教育指導活動支援事業
●短期大学管理運営事業▲

災害復旧費
　道路や河川、施設などの災害復旧に使う経費
●農地・農業用施設災害復旧事業
●道路橋りょう災害復旧事業▲

公債費
　長期借入金の返済に充てる経費
●償還元金・利子

 2,524万円

９億5,248万円
８億7,297万円
７億4,049万円
６億2,436万円
３億1,882万円

7,469万円

69億7,110万円
48億4,608万円
46億9,683万円
44億2,933万円
38億6,461万円

25億6,510万円

28億9,921万円
21億2,468万円
18億4,554万円
５億9,941万円

4,514万円

２億6,712万円
１億5,768万円
１億1,354万円
１億  541万円

６億7,799万円
３億1,679万円
１億7,517万円

15億1,412万円
10億  363万円
８億5,229万円
６億1,983万円
２億6,748万円
１億9,239万円
１億2,899万円

２億3,319万円
6,418万円
4,465万円
2,931万円

９億8,055万円
８億4,996万円
８億2,040万円
３億2,610万円
３億2,183万円
１億3,524万円

109万円
74万円

109億5,501万円

令和３年度歳出目的別決算状況 健全化判断比率および資金不足比率～津市の台所事情～

■ 臨時財政
　 対策債等
■ 合併
　 特例債

■ その他

単位：億円

H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

市債年度末残高の推移(普通会計ベース)
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財政調整基金年度末残高の推移

　４つの指標から構成される「健全化判断比率」は
自治体の財政状況を、「資金不足比率」は公営企
業の経営状況を、それぞれ健全なものかどうか判
断する指標です。
　健全化判断比率には、市の財政状況が悪化して
危なくなったときに警告する早期健全化基準(イエ
ローカード)と、さらに悪化して自分では財政状況
の立て直しができなくなったときに、国や県の管
理の下で財政再建に取り組むことになる財政再生
基準(レッドカード)があり、これらの基準で財政
状況が健全かどうかを判断します。
　また、資金不足比率には、経営状況が健全かど
うかを判断する経営健全化基準があります。

詳しくは津市ホームページをご覧ください。

　健全化判断比率や資金不
足比率から見た令和３年度
における津市の財政状況と
各公営企業の経営状況は、
全ての指標において基準値
を下回っており、健全な状
態といえます。

令和３年度の健全化判断比率・資金不足比率の状況

近年の健全化判断比率の推移

　地方公共団体の財政状況や経営状況が健全な状態であるかをチェックするため、「地方公共団体の財
政の健全化に関する法律」に基づく指標を算定・公表しています。

財政状況が健全かどうかを判断する５つの指標
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単位：％実質公債費比率の推移 将来負担比率の推移
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　令和３年度については、実質公債費比率
はほぼ横ばいで推移し、将来負担比率は、
市債の元金償還額が発行額を上回ったこと
による市債残高の減少や、市債の償還に充
当可能な基金の残高等が増加したことなど
によって令和２年度と比べ低下していま
す。

4.9

193

410

510

1,113

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

11.25％
16.25％
25％
350％

20％

20％
30％
35％ 4.7％

35.7％

健
全
化
判
断
比
率

資金不足比率

指　標
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歳出決算額
1,203億9,951万円

総務費
14.2％

民生費
41.0％

土木費
10.9％

教育費
7.9％

公債費
9.1％

衛生費
10.0％

災害復旧費
0.0％農林水産業費1.9％

商工費1.4％

議会費
0.4％ 労働費0.1％

消防費3.1％

実質赤字
比率
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全
化
判
断
比
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連結実質赤字
比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

資金不足比率

市債や数年間にわたる契約で約束された支払いなど、
将来支払わなければならない負債がその自治体の標準
的な収入に対してどの程度の割合かを示す指標

７つの公営企業会計ごとに算出した資金の不足額が事
業の規模に占める比率

普通会計が負担する市債の元利償還金など(借入金の
返済)が、その自治体の標準的な収入に対してどの程
度の割合かを示す指標

一般会計、共同汚水処理施設事業特別会計、土地区画
整理事業特別会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計
の４つを普通会計といい、その収支額が赤字になった
場合、自治体の標準的な収入に対して赤字額がどの程
度の割合かを示す指標

自治体全体の収支額が赤字になった場合、その自治体
の標準的な収入に対して赤字額がどの程度の割合かを
示す指標

7.2
45.5 47.1

44.3

35.7

科　目

合　計

決算額 構成比（％）
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費

５億5,131万円
170億7,090万円
493億4,738万円
120億1,624万円

7,227万円
23億4,540万円
17億   527万円
131億2,181万円
37億2,529万円
94億8,680万円

183万円
109億5,501万円

1,203億9,951万円

0.4
14.2
41.0
10.0
0.1
1.9
1.4
10.9
3.1
7.9
0.0
9.1

100.0


